
多文化共生の推進について
総務省資料

1背景
平成2年の入管法改正により入国が容
易になつた南米からの日系人等は、近年

急速に増加するとともに、定住傾向を示し

ているが、これらの者は日本語によるコ

ミュニケーションが十分にできない場合も

多く、その対応が地方公共団体における

喫緊の課題となつている。
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(法務省入国管理局ホームページより)

2施策の概要

1多1文化共生とは

国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化

的差異を認め合い、対等な関係を築こうとしなが
ら、地域社会の構成員として共に生きていくこと

・平成 17年度、18年度に「多文化共生の推進に関
する研究会」を開催し、地方公共団体の多文化共
生施策全般について検討の上、報告書を作成し、
公表。

・平成 18年 3月 には、研究会における検討を踏ま
え、地方公共団体の施策の参考となるよう「地域に

おける多文化共生推進プラン」を通知。

日平成可9年度から、すべての地方公共団体を対象
に、多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状

況を調査し、各地方ブロックごとに開催される地域
国際化連絡会議において配布。

・平成20年度に地方公共団体等における多文化共
生推進事例を調査し、平成21年 4月 に(財)自治
体国際化協会ホームページにおいて公表。
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多文化共生推進プランの概要 (平成18年3月 )
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多言語情報提供による居住支援、不動産業者への啓発 等

学習支援、不就学の子どもへの対応、進路指導口就職支援 等

ハローワークロ商工会議所等との連携による就業支援・就業環境の改善 等

間診票の多言語表記、広域的な通訳派遣システムの構築 等

[憂狐■ 平常時の防災教育・訓練、緊急時の災害情報伝達、防災計画への位置付け 等



多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況 (全体 )
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多文化共生に関する指針Ⅲ

計画を単独で策定している
11(   23%) 6(  100%) 19(   100%) 2(  100%) 1(   100%) 0(  100%) 39(  100%)

国際化施策一般に関する
指針・計画の中で、多文化
共生施策を含めている

27(   57%) 11(  100%) 57(  1000o) 3(  100%) 4(   100%) 0(   100%) 102(  100%)

総合計画の中で、多文化
共生施策を含めている

6(   13%) 1(  100%) 186(   100070) 7(  100%) 77(  100%) 8(   100%) 285(  100%)
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策定していないが、今後策
定の予定がある

2( 4%) 0(  100%) 89(  100%) 3(  100%) 42(  100%) 5(   100%) 141(  100%)

策定しておらず、今後策定
の予定もない

1( 2%) 0(  100%) 409(  100%) 8(  100%) 673(  100%) 177(  100%) 1268(  100%)
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総   計 47(  100%) 18(  1000o) 760(  100%) 23(  100%) 797(  100%) 190(  100%) 1835(  100%)

無回答 0 0 4 0
７
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(注)平成21年 3月 総務省自治行政局国際室調査による。(平成21年 4月 ¬日現在 )

(注)調査対象団体数1847(都道府県47+市町村1777+特別区23)

(注)割合には無回答は含まない。
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・氏名、生年月日、性別、住所等のほか、外国人特有の事項である「国籍等J、 在留カー ド
に記載されている「在留資格」「在留期間」等を記載

口在留資格の変更、在留期間の更新により、外国人住民に係る住民票の記載事項の修正等が

必要な場合に、法務大臣から市町村長へ通知

ギ<改正概要>
① 外国人住民の利便の増進及び市町村等の行政の合理化を目的として、外国人住民を住
民 基 本 台 帳 法 の 適 用 対 象 に 加 え る 。 (施行期日 :入管法等改正法の施行日(公布後 3年以内の政令で定める日))

{こ  ;1昌炎桂民に優2撃属青3修受卜し3行f昌言ア
の処理の基礎とする。

② 他の市町村へ住所を移した場合でも引き続き住民基本台帳カードを使用することがで
き る よ う に す る 。 航 行期日 :公布後 3年以内の政令で定める日)

{こ 塁貢元奪島婚真雇昇t種震≧集喜凛雰量↑2鷹盤〒菅重菅t轟轟程用が可能となる。
※ ①に関係して、現行の外国人登録制度を廃止し、法務大臣が適法に在留する外国人に対して空港等で在留カード等を発行する「出入国管理及び難民認定法及
び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律」も、平成21年 7月 15日に公布された。

【外国人住民関係の改正内容】

住1民1票 |を1作‐成する対象者 口中長期在留者 (在留カー ド交付対象者)、 特別永住者 等

住民票|の記載事項

法1務1大1臣‐からの1通知

日外国人と日本人で構成する一の世帯 (複数国籍世帯)の正確な把握が可能
口閲覧制度、住民票の写し等の交付制度、市町村長の調査権や職権による住民票の記載の修正、住民基本台

帳ネットワークシステム、住民基本台帳カー ドに係る規定について、日本人と同様に外国人住民にも適用
1
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研究会 |

口実態調査
口標準モデル検討

入管局と市町村との情報
伝達に係るシステム設計

試験運用 運用開始

都道府県口市町村等ば対する説明会実施
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外国人住良に対する新制度の案内口琳報
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仮住民票の作成
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運用通知

システム改修


